
事業所名称 利用者 15.2人 職員 8人

作業名　※1

生産活動の内容

活動場所

必要資機材・材料等

円 円 時間 円

４月 1,663,562 1,393,262 1,351,688 270,300 1,295.50 1,043

５月 1,631,824 1,726,556 1,614,196 ▲ 94,732 1,552.75 1,040

６月 1,809,775 1,478,900 1,462,714 330,875 1,406.00 1,040

７月 1,657,724 1,499,285 1,471,807 158,439 1,417.75 1,038

８月 1,758,899 1,530,747 1,504,004 228,152 1,446.00 1,040

９月 1,999,568 1,513,533 1,436,332 486,035 1,377.50 1,043

１０月 2,111,223 1,584,567 1,517,924 526,656 1,458.75 1,041

１１月 1,638,646 1,396,177 1,363,809 242,469 1,231.00 1,108

１２月 1,781,164 1,363,340 1,358,060 417,824 1,223.00 1,110

１月 1,488,250 1,424,196 1,395,376 64,054 1,259.75 1,108

２月 1,579,450 1,355,499 1,331,981 223,951 1,199.25 1,111

３月 1,624,450 1,553,930 1,546,647 70,520 1,394.75 1,109

合計 20,744,535 17,819,992 17,354,538 2,924,543 16,262.00 1,067

※２　就労支援事業別事業活動明細書中「就労支援事業別事業活動収益計①」を計上すること。

総労働時間
ｄ

時給換算額
ｃ／ｄ

※１　生産活動の名称を記入すること（３以上の作業がある場合は「作業-2」シート以降をコピーして作成すること。）。

※３　就労支援事業別事業活動明細書中「就労支援事業活動費用計⑦」を計上すること。

※４　就労支援事業別明細書中Ⅱ労務費１．利用者賃金，２．利用者工賃，６．（１）利用者賃金・工賃に対する法定福利費の合計額を計上すること。

※５　就労支援事業別事業活動明細書中「就労支援事業活動増減差額（①－⑦＝⑧）を計上すること。

区分

円

事業収入 ※2
ａ

必要経費　※3
ｂ

内賃金支払額　※4
ｃ

生産活動収益　※5
ａ－ｂ

生産活動実績確認表（令和7年度）

未来コンサルタント

請負作業

業務の内容

飲食店接客、屋内外清掃、ポスティング、草刈り、剪定、害虫駆除、書類作成及び内職等

福山市内

消耗品、清掃道具等



（単位：円）

合計 作業-1 作業-2

就労支援事業収益 20,744,535 20,744,535
就労支援事業活動収益計　①　※２ 20,744,535 20,744,535 0 0 0 0 0 0 0 0

就労支援事業販売原価 0 0
　期首製品（商品）棚卸高　② 0 0
　当期就労支援事業製造原価　③＝Ｊ 17,819,992 17,819,992 0 0 0 0 0 0 0 0
　当期就労支援事業仕入高　④ 0 0

合計（②＋③＋④＝⑤） 17,819,992 17,819,992 0 0 0 0 0 0 0 0
　期末製品（商品）棚卸高　⑥ 0 0

差引（⑤－⑥＝⑦） 17,819,992 17,819,992 0 0 0 0 0 0 0 0
17,819,992 17,819,992 0 0 0 0 0 0 0 0
2,924,543 2,924,543 0 0 0 0 0 0 0 0

（単位：円）

合計 作業-1 作業-2

　１．期首材料棚卸高 8,316 8,316
　２．当期材料仕入高 83,160 83,160
　　　　計 91,476 91,476 0 0 0 0 0 0 0 0
　３．期末材料棚卸高 8,316 8,316
　　　　当期材料費　Ａ 83,160 83,160 0 0 0 0 0 0 0 0

　１．利用者賃金　※４ 17,148,753 17,148,753
　２．利用者工賃　※４ 0 0
　３．就労支援事業指導員等給与 0 0
　４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入 0 0
　５．就労支援事業指導員退職給付費用 0 0
　６．法定福利費　（（１）＋（２）） 205,785 205,785 0 0 0 0 0 0 0 0
（１）利用者賃金・工賃に対する法定福利費　※４ 205,785 205,785
（２）就労支援事業指導員等に対する法定福利費 0 0
　　　　当期労務費　Ｂ 17,354,538 17,354,538 0 0 0 0 0 0 0 0

　（うち内部外注加工費） 0 0
　　　　当期外注加工費　Ｃ 0 0

　１．福利厚生費 0 0
　２．旅費交通費 0 0
　３．器具什器費 0 0
　４．消耗品費 382,294 382,294
　５．印刷製本費 0 0
　６．水道光熱費 0 0
　７．燃料費 0 0
　８．修繕費 0 0
　９．通信運搬具 0 0
　１０．受注活動費 0 0
　１１．会議費 0 0
　１２．損害保険料 0 0
　１３．賃借料 0 0
　１４．図書・教育費 0 0
　１５．租税公課 0 0
　１６．減価償却費 0 0
　１７．国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目） 0 0
　１８．徴収不能引当金繰入額 0 0
　１９．徴収不能額 0 0

　２０．雑費 0 0

　　　当期経費（１＋２＋３・・・＋２０＝Ｅ）　　　当期経費　Ｄ 382,294 382,294 0 0 0 0 0 0 0 0

17,819,992 17,819,992 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

17,819,992 17,819,992 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

17,819,992 17,819,992 0 0 0 0 0 0 0 0

※作業名（作業-1・作業-2）については生産活動実績確認表毎に欄を追加すること。

就労支援事業活動増減差額　（①－⑦＝⑧）　※５

就労支援事業別明細書　(自)2024年4月1日　(至)2025年3月31日

就労支援事業別事業活動明細書　(自)2025年4月1日　(至)2026年3月31日

収
益

勘定科目

費
用

就労支援事業活動費用計　⑦　※３

※生産活動実績確認表の賃金支払額※４は，就労支援事業別明細書のⅡ労務費中にある１．利用者賃金，
２．利用者工賃，６．（１）利用者賃金・工賃に対する法定福利費の合計額を計上すること。

勘定科目

　　　　就労支援事業費　（Ｇ－Ｈ＝Ｊ）

　　　当期就労支援総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＝Ｅ）

　　　期首仕掛品棚卸高　Ｆ

　　　　合計　Ｅ＋Ｆ＝Ｇ

　　　期末仕掛品棚卸高　Ｈ

Ⅰ　材料費

Ⅱ　労務費

Ⅲ　外注加工費

Ⅳ　経費

※就労支援事業別明細書中の就労支援事業費（Ｊ）と就労支援事業別事業活動明細書の当期就労支援事業
製造原価（③）は一致すること。


